
文部科学省における研究及び開発に関する評価指針 平成 14 年 6 月 20 日（最終改定平

成 29 年 4 月 1 日 文部科学大臣決定）（抄） 

2.1.3.2 評価者の幅広い選任、利害関係者の取扱い 

 外部評価等を実施・活用する場合、評価実施主体は、評価の客観性を十分に保つとと

もに、様々な角度・視点から評価を行うために、例えば、年齢、所属機関、性別等に配

慮するなどして、各研究開発活動の趣旨に応じて、若手研究者、女性研究者、海外の研

究者、産業界の専門家等を含め幅広く評価者を選任する。また、国際競争・協調の観点

や研究開発水準の国際比較等の観点からの評価を行うため、必要に応じて、メールレビ

ュー等により海外の研究者等に評価への参画を求める。 

  また、公正で透明な評価を行う観点から、原則として利害関係者が評価に加わらな

いようにする。その際、各研究開発プログラム等の趣旨や性格に応じてあらかじめ利害

関係となる範囲を明確に定める。やむを得ず利害関係者とみなされる懸念が残る者を排

除できない場合には、その理由や利害関係の内容を明確にするとともに、当該評価者の

モラルの維持や評価の透明性の確保等を図らなければならない。

第 13 期研究計画・評価分科会における研究開発課題の評価について（抄）（令和７年６月

１３日 研究計画・評価分科会） 

４．留意事項 

（１）利害関係者の範囲

評価を実施するに当たっては、「文部科学省における研究及び開発に関する評価指

針」にのっとり、公正で透明な評価を行う観点から、原則として利害関係者が評価に

加わらないようにする。分野別委員会等では、各課題の趣旨や性格に応じてあらかじ

め利害関係となる範囲を明確に定めることとする。利害関係を有する可能性のある者

を評価に加える必要がある場合には、その理由や利害関係の内容を明確にする。 

また、分科会で評価結果を決定するに当たっては、以下のいずれかに該当する委員

は、当該課題の評価に加わらないこととする。 

① 評価対象課題に参画している者

② 被評価者（実施課題の代表者）と親族関係にある者

③ 利害関係を有すると自ら判断する者

④ 分科会において、評価に加わらないことが適当であると判断された者


